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Co
(57) Abstract: Provided i s a multilayer hard coating
film which enables the extension o f a service life o f a
member. A multilayer hard coating iilm (1) which i s
formed on the surface o f a base (2), said hard coating
film (1) being characterized in that a layer (A) ( 1 1)
comprising Tii- xSi x (B pCqN r) [wherein 0.05 < x < 0.4,
p > 0 , q > 0 , r > 0 , p+q+r = 1] and a layer (B) (12)
comprising at least one component selected from the
group consisting o f Tii. a.g.bBaC gN b [wherein 0.05 < a
< 0.5, 0.25 < b < 0.6, 0 < g < 0.5], Sii. -dCcNd
[wherein 0.2 < c < 0.5, 0.25 < d < 0.5], B CeN f
[wherein 0.03 < e < 0.25, 0.3 < f < 0.55], TiB 2 , SiC
and B C are laminated alternately on the above-men
tioned surface.

(57) 要 約 ：部 材 の 長 寿 命 化 を図 る こ との で
きる多層硬 質皮膜 を提供 す る。基材 （2 )
の 表面 に形成 され る多層硬 質皮膜 （1 ) で
あ って 、 T i S i ( B p C q N r) [ た だ
し、 0 . 0 5 ≤ x ≤ 0 . 4 p ≥ 0 q ≥
0 r > 0 p + q + r = 1 ] か らな る A
層 （1 ) l-a-g-b B , N b [ た だ
し、 0 . 0 5 a 0 2 5 ≤ b
≤ 0 . 6 0 ≤ ε ≤ 0 I l-c-d

10 N d [ た だ し、 0 . 2 ≤ c ≤ 0 5 0 .
2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] B i C N f [ た だ

し、 0 . 0 3 ≤ e ≤ 0 . 2 5 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] T i B 2 S i C お よび B 4 C か らな る群 か ら選
ばれ る少 な くと も 1 種 か らな る B 層 （1 2 ) と が前 記 表 面 上 に交互 に積 層 され て い る こと を特 徴 とす
る。
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明 細 書

発明の名称 ：多層硬質皮膜およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、成型用の金型、パ ンチなどの耐摩耗性が必要 とされる治工具お

よび機械部品などの、他の部材 と摺動する摺動部材ゃ金属切断過程 に用い ら

れる切削工具などの基材の表面に形成 される少な くとも Τ ί i ( B pC qN

r ) の層を含む多層硬質皮膜およびその製造方法に関する。

背景技術

[0002] )

摺動部材ゃ切削工具などの基材の表面には、耐摩耗性 を向上させて工具寿

命 を延ばすため、例えば、 T i B 2、 B 4C 、 S i C な どの素材を用いて積層さ

れた皮膜 （被膜）が形成 されることが一般的に行われている。 これ らの素材

を用いて形成 された皮膜はいずれも極めて硬い （~ 4 0 G P a ) ため、硬質

皮膜や多層硬質皮膜 （前記 した層を複数積層させたものを特 にこのように呼

んでいる。）などと呼ばれている。基材に形成 された T i B 2、 B 4C および/

または S i C の一層を含んだ多層を有する皮膜は多層硬質皮膜である。 T i

B 2、 B 4C 、 S ί C の少な くとも一層により硬質皮膜や多層硬質皮膜 を形成す

る技術が特許文献 1 ~ 5 に記載 されている。

[0003] 特許文献 1 には、立方晶窒化ほう素基超高圧焼結材料か らなる工具基体の

表面に、 T i B 2層 と、 T i B 2相および T i N相の 2 相混合層 と、 Τ ί A I N

層 とを順 に積層 してなる多層硬質皮膜 を形成する旨が記載 されている。

[0004] また、特許文献 2 には、所定の直径 と長さを有する繊維状の粒が切削工具

の表面に対 して垂直に配向 した繊維状微細組織 を有する少な くとも 1 層の T

i B 2層を含む硬質皮膜 を基材の表面に形成する旨が記載 されている。

[0005] 特許文献 3 には、立方晶窒化ほう素基超高圧焼結材料か らなる工具基体の

表面に、 B C N 層 と、 B 4C 層 と、 Τ ί A I N 層 とを順 に積層 してなる多層硬

質皮膜 を形成する旨が記載 されている。



[0006] 特許文献 4 には、基材の表面にS i C か らなる硬質皮膜 を形成する旨が記

載 されている。

[0007] 特許文献 5 には、基材の表面に形成する4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族

元素および A I か らなる群の中か ら選択される 1 種以上の元素の窒化物 また

は炭窒化物 を主成分 とする硬質皮膜中に、 B 4C 、 Β Ν、 Τ ί Β 2、 Τ ί Β 、 Τ

i C 、 W C 、 S ί C 、 S i N ( X = 0 . 5 ~ . 3 3 ) および A I 20 3よりな

る群か ら選択される少な くとも 1 種の超微粒化合物 を含 ませる旨が記載 され

ている。

[0008] 特許文献 1 ~ 5 に開示されている皮膜は、高い硬度および耐摩耗性 を有 し

、積層硬質皮膜のその他の特徴 を改善 したものである。 さらに、硬質皮膜 と

基材 とでは硬 さの差が基材への硬質皮膜の密着性 を悪 くしてお り、基材の表

面か ら多層硬質皮膜が剥離等 して しまうため、部材の長寿命化を十分に図る

ことができるとは限 らないという問題がある。

[0009] このような問題 に対 して、特許文献 1 では、立方晶窒化ほう素基超高圧焼

結材料を使用することにより基材への硬質皮膜の密着性 を改善 し、摺動部材

の長寿命化を図っている。 また、特許文献 3 では、立方晶窒化ほう素基超高

圧焼結材料か らなる工具基体の表面 とB 4C 層の間に B C N 層を形成すること

により密着性 をさらに改善 し、摺動部材の長寿命化を図っている。特許文献

5 では、硬質皮膜中に T i B 2、 B 4C 、 S i C な どを含 ませることにより密着

性 を改善 し、摺動部材の長寿命化を図っている。

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 — 2 2 8 0 3 2 号公報

特許文献2 ：特許第 4 1 8 4 6 9 1 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 - 2 0 7 9 2 2 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 7 _ 0 9 0 4 8 3 号公報

特許文献5 ：特許第 3 9 1 4 6 8 7 号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[00 1 1 ] しか し、特許文献 1 ~ 5 に記載 されている T i B 2層および B 4 C 層 には、硬

さに優れているものの、耐酸化性 はそれほど高 くないという欠点がある。 そ

のため、 T i B 2層 または B 4 C 層 によって被覆 された部材は、摺動時の高温 に

よって部材が酸化劣化 して しまい、部材の長寿命化 （例 えば、切削工具等で

あれば工具寿命）を十分 に図ることがで きないという問題がある。

また、特許文献 4 5 に開示 されている S i C 層 には、硬 さおよび耐酸化

性 に優れているものの、基材 との密着性が低 いという欠点があるとされてい

る。 そのため、部材の長寿命化 を図ることがで きないという問題がある。

[00 12 ] 本発明は前記状況 に鑑みてなされたものであ り、摺動部材ゃ金属加工切断

工具な どの基材の長寿命化 を図ることので きる多層硬質皮膜 およびその製造

方法 を提供することを課題 とする。

課題を解決するための手段

[00 13 ] ( 1 ) 本発明は、基材の表面 に形成 される多層硬質皮膜であ って、 T i S i

( B pC N ) [ ただ し、 0 . 0 5 x 0 . 4 p ≥ 0 q ≥ 0 r > 0

p + q + r = 1 ] か らなる A 層 と、 T ί b B aC g N b [ ただ し、 0 . 0 5 a

≤ 0 . 5 0 . 2 5 ≤ b ≤ 0 . 6 0 ≤ g ≤ 0 . 5 ] S ί dC c N d [ ただ

し、 0 . 2 c 0 . 5 0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] B e—f C e N f [ ただ し、

0 . 0 3 ≤ e ≤ 0 . 2 5 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] T i 2 S i C および

B 4 C か らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種か らなる B 層 と、が前記表面上

に交互 に積層 されていることを特徴 とする。

ここで、 「基材」は、摺動部材ゃ金属切断過程 に用い られる切削工具の基

材 と定義 される。 「摺動部材」は、治具、 モール ド、 ダイおよびパ ンチのよ

うな機械部品 と定義 される。 また、 「部材」は、多層硬質皮膜で被覆 された

基材 と定義 される。

[00 14 ] このように本発明では、高い硬 さを有するとともに耐酸化性 に優れる A 層

と、成膜 させると結晶性が低 くな りアモル ファスに近い構造 を有する B 層 と

、 を積層 させて多層構造 とすることによ り、硬質な皮膜 （多層硬質皮膜）を



具現 している。 つ ま り、 A 層 は、 ア モ ル フ ァス に近 い構造 を有 す る B 層 の界

面 で結 晶成長 が中断 され る。 そのため、 A 層 の結 晶粒径 は大 き くな り難 く、

結 晶粒 が微細化 され る。結 晶粒 が微細化 された A 層 は硬 さが よ り高 くな るた

め、 多層硬 質皮膜 の硬 さもよ り高 くな る。 よ って、 A 層 と B 層 を複数 回積層

す る ことで、 多層硬 質皮膜 と しての耐摩耗性 と耐酸化性 を確実 に向上 させ る

ことがで き、 また、部材 の長寿命化 を図 る ことがで きる。

[001 5] ( 2 ) 前 記 （1 ) に記載 の多層硬 質皮膜 は、前記 B 層 のそれ ぞれが、前記 T

し —a b B aC gN b、前記 S し dC c N dおよび前記 B ，—e—f C eN fの うちの少な くと

も 1 種 で形成 されている場合 は、前記 B 層 のそれ ぞれの厚 み を 2 n m 以上 5

O n m 以 下、 好 ま しくは、 2 n m 以上 2 0 n m 以 下 と し、 かつ、前記 A 層 の

それ ぞれの厚 み を 1 0 0 n m 以 下 とす るのが好 ま しい。

[001 6] この よ うにす る と、 B 層 は窒素 （N ) を所定量含有 しているため、潤滑性

や A 層 との密着性 に優 れている とともに高 い硬 さを有 す る ことがで きる。 ま

た、所定の厚 みで A 層 を有 しているので、 B 層 の結 晶粒 が微細化 され、硬 さ

を高 くす る効果 が得 られ る。 よ って、 多層硬 質皮膜 と しての耐摩耗性 と耐酸

化性 を確実 に向上 させ る ことがで きる。 その結果、部材 の長寿命化 を図 る こ

とがで きる。

[001 7] ( 3 ) 前 記 （1 ) に記載 の多層硬 質皮膜 は、前記 B 層 のそれ ぞれが、前記 T

i B 2、前記 S i C お よび前記 B 4C の うちの少な くとも 1 種 で形成 されている

場合 は、前記 B 層 のそれ ぞれの厚 み を少な くとも 5 0 n m と し、 かつ、前記

A 層 の厚 み を少な くとも 1 0 0 n m と し、 さ らに、前記表面上 に前記 A 層 と

前記 B 層 を この順 で交互 に 1 回以上繰 り返 して積層 されているのが好 ま しい

[001 8] この よ うにす る と、 A 層 は耐酸化性 に優 れてお り、 B 層 ほ どではないが十

分高 い硬 さを有 している。 また、 A 層 は、 B 層 および基材 との密着性 が良好

であ るため、 B 層 と基材 の間 に所定値以上 の厚 み を有 す る A 層 を介在 させ る

ことによ って、 B 層 と基材 の密着性 を改善 す る ことがで きる。 また、 B 層 は

極 めて硬 く、耐摩耗性 に優 れている。



[001 9] ( 4 ) 前記 （2 ) に記載の多層硬質皮膜であって、積層された前記 A 層 と前

記 B 層の厚みの合計が少な くとも 5 0 0 n mであ り、 （5 ) 前記 （3 ) に記

載の多層硬質皮膜であって、積層された前記 A 層 と前記 B 層の厚みの合計が

少な くとも 5 0 0 n mである。

このようによれば、 A 層 と B 層を複数回積層 し、その厚みの合計を所定値

以上 （少な くとも 5 0 0 n m ) とすることで、多層硬質皮膜 と しての耐摩耗

性 と耐酸化性 を確実に向上させることができる。その結果、部材の長寿命化

を図ることができる。

[0020] ( 6 ) 任意に、前記 （3 ) に記載の多層硬質皮膜は、前記 B 層のうちの少な

くとも一層がさらに窒素を含んでいる。

[0021 ] このように窒素を含む B 層 とすると、潤滑性が向上するため、部材の長寿

命化を図ることができる。

[0022] ( 7 ) 本発明の他の態様では、前記 （3 ) に記載の多層硬質皮膜は、前記表

面上に 1 つの前記 A 層を配置 し、 この A 層上に 1 つの前記 B 層を配置する。

[0023] このような多層硬質皮膜 とすれば、積層界面が小さ くなる。そのため、密

着性が低下 し難 く、部材の長寿命化を図ることができる。

[0024] ( 8 ) 前記 （1 ) に記載の多層硬質皮膜は、前記基材 と、 A 層 と B 層をこの

順で交互に 1 回以上繰 り返 して積層 した多層硬質皮膜のうちの最下層 となる

A 層 との間に、 M ，—yA I y ( B aC bN cO d) [ ただ し、 0 . 0 5 y 0 . 8 、

0 ≤ a ≤ 0 . 2 、 0 ≤ b ≤ 0 . 4 、 0 . 5 ≤ c ≤ 0 ≤ d ≤ 0 . 2 、 M は

周期表の 4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族元素、 S ί および Y か ら選ばれる

種以上の元素 ] を含んでなる下地層が形成 されている。

[0025] ( 9 ) 前記 （8 ) に記載の多層硬質皮膜は、前記下地層の組成 に関する組み

合わせが、 A l C r ( C N ) 、 T i A I ( C N ) 、 T i C r A I ( C N ) 、

A I C r S i ( C N ) 、 T i A I S i ( C N ) または T i C r A I S i ( C

N ) であるのが好ま しい。

[0026] このように、基材の表面上に （8 ) や （9 ) に記載 した下地層を形成する

と、基材の表面 と、 A 層 と B 層をこの順で交互に 1 回以上繰 り返 して積層 し



た多層硬質皮膜のうちの最下層 となるA 層 との密着性をさらに向上させるこ

とができる。その結果、基材のより更なる長寿命化を図ることができる。

[0027] ( 0 ) 前記 （1 ) か ら （9 ) のいずれか 1 つに記載の多層硬質皮膜は、前

記基材が切削工具であ り、 （1 1 ) 前記 （1 ) か ら （9 ) のいずれか 1 つに

記載の多層硬質皮膜は、前記基材が摺動部材である。

[0028] ( ) 前記 （1 ) か ら （9 ) のいずれか 1 つに記載の多層硬質皮膜は、前

記 A 層 と前記 B 層を交互に含んでなる。

[0029] このようにすると、多層硬質皮膜 としての耐摩耗性 と耐酸化性をより確実

に向上させることができる。 また、 A 層により、 B 層 と基材の密着性を改善

することができ、いずれによっても部材の長寿命化をさらに図ることができ

る。

[0030] ( 3 ) 前記 （8 ) または （9 ) に記載の多層硬質皮膜は、前記下地層 と、

前記 A 層 と、前記 B 層 とでなるのが好ま しい。

[0031 ] このようにすると、下地層により基材 とA 層の密着性をさらに向上させる

ことができる。その結果、部材の長寿命化を図ることができる。

[0032] ( 1 4 ) 前記 （6 ) に記載の多層硬質皮膜において、少な くとも 1 つの前記

B 層を、 Τ ί B N、 S i C N、 B C N か らなる群のうちの少な くとも 1 つで

形成するのが好ま しい。

[0033] このようにすると、多層硬質皮膜は、一または複数の B 層が Τ ί B N、 S

i C N、 B C N か らなる群のうちの 1 または複数か ら選択され、および/ ま

たは、一または複数の B 層が Τ ί B 2、 S i C 、 B 4C か らなる群のうちの 1 ま

たは複数か ら選択され得る。 この場合、 B 層は、極めて硬 く、耐摩耗性に優

れており、さらに N を含む場合は潤滑性も優れているため、部材の長寿命化

を図ることができる。

[0034] ( 5 ) 前記 （1 ) か ら （3 ) のいずれか 1 つに記載の多層硬質皮膜は、前

記 A 層を形成するタ一ゲッ 卜を取 り付けた真空アーク蒸発源 と、前記 B 層を

形成するタ一ゲッ 卜を取 り付けたスパ ッタ リング蒸発源 と、を同一チャンバ

—内に備える成膜装置を用い、前記チャンバ一内で前記真空アーク蒸発源 と



前記スパッタリング蒸発源の前を複数回通過するように前記基材を回転させ

、前記真空アーク蒸発源と前記スパッタリング蒸発源を同時に放電 して前記

基材の表面に前記A 層と前記 B層を複数回積層させたものであるのが好まし

い。

[0035] このようにすると、迅速にA 層とB層を積層させて多層硬質皮膜を形成さ

せることができるだけでなく、 A 層とB層の界面での密着性を向上させるこ

とができる。

[0036] ( 6 ) 本発明は、基材の表面に多層硬質皮膜を形成する多層硬質皮膜の製

造方法であって、 Τ ί トXS ί x ( B pC qN r) [ ただ し、 0 . 0 5 x 0 . 4

、 ≥ 0 q 0 、 r > 0 、 p + q + r = 1 ] からなるA 層を形成するA 層

形成工程と、 Τ ί トa bB aC gN b [ ただ し、 0 . 0 5 ≤ a ≤ 0 . 5 、 0 . 2 5 ≤

b ≤ 0 . 6 、 0 ≤ g ≤ 0 . 5 ] 、 S し —。dC cN d [ ただ し、 0 . 2 c 0 .

5 、 0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] 、 B 】—e—f C eN f [ ただ し、 0 . 0 3 e 0 . 2

5 、 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] 、 T ί B 2、 S ί C および B 4C からなる群から選

ばれる少なくとも 1種からなるB層を形成するB層形成工程と、を行い、前

記A 層と前記 B層を前記表面上に、交互に積層させることを特徴とする。

[0037] このようにすれば、前記 （1 ) に記載 した多層硬質皮膜を基材の表面上に

形成することができる。

発明の効果

[0038] 本発明によれば、部材の長寿命化を図ることのできる多層硬質皮膜および

その製造方法を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0039] [ 図1] 本発明の第 1実施形態および第 2 実施形態に係る多層硬質皮膜を説明す

る模式断面図である。

[ 図2] 本発明の第 3 実施形態に係る多層硬質皮膜を説明する模式断面図である

[ 図3] 本発明の第4 実施形態に係る多層硬質皮膜を説明する模式断面図である



[ 図4] 本発明の第 5 実施形態に係 る多層硬質皮膜 を説明する模式断面図である

[ 図5] 成膜装置の概略構成図である。

発明を実施するための形態

[0040] 以下、図 1 ~ 5 を参照 して本発明を実施するための形態 （実施形態）につ

いて詳細に説明する。

本発明は、部材の表面に形成 される多層硬質皮膜であ り、その第 1 実施形

態および第 2 実施形態を図 1 に示す。

図 1 は、例えば、切削工具ゃ摺動部材などの部材 1 0 の断面図であ り、部

材 1 0 の基材 2 の表面に本実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 が形成 されている

本実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 は、基材 2 の表面上に、一層以上の A 層

と、一層以上の B 層 1 2 とが交互に積層されている。

[0041 ] A 層 1 1 は、 Τ ί トXS ί x ( B pC qN r ) [ ただ し、 0 . 0 5 x 0 . 4 、

p ≥ 0 q ≥ 0 r > 0 、 p + q + r = 1 ] か らなる。

[0042] A 層 1 1 は、高い硬 さと耐酸化性 を必要 とすることか ら、前記 したように

、 T し —XS i ( B pC N ) における S i (ケィ素）の原子比 X を 0 . 0 5 ~

0 . 4 とする必要がある。 T し —XS i ( B pC qN r ) における S ί の原子比 X

が 0 . 0 5 未満になると耐酸化性が低 くなるため部材 1 0 の寿命が延びない

。 また、 Τ し XS i ( B pC N ) における S ί の原子比 X が 0 . 4 を超える

と非晶質化 し、 Α 層 1 1 の硬 さが低下するため部材 1 0 の寿命が延びない。

Τ ί トXS ί x ( B pC qN r ) における S ί の原子比 X は 0 . 1 ~ 0 . 3 であるの

が好ま しい。

[0043] また、 Α 層 1 1 は窒素 （N ) を必ず含み、選択的に B (ホウ素）および C

(炭素）を含んでもよい。なお、 B の原子比 p は 0 . 3 以下、好ま しくは 0

. 2 以下、 C の原子比 q は 0 . 6 以下、好ま しくは 0 . 4 以下である。 B お

よび C の原子比 p 、 q が ともにこれ以下であれば十分な硬 さを維持すること

ができる。



[0044] A 層 1 1 の厚みは、 B層 1 2 の厚さに比例 して以下のようにするのが好ま

しい。

B層 1 2 のそれぞれが、 Τ ί bB aC gN b [ ただ し、 O. 0 5 a 0 . 5

、 0 . 2 5 ≤ b ≤ 0 . 6 、 0 ≤ g ≤ 0 . 5 ] 、 S ί N d [ ただ し、 0 .

2 ≤ c ≤ 0 . 5 、 0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] および B e—f C eN f [ ただ し、 0 .

0 3 ≤ e ≤ 0 . 2 5 、 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] から選ばれる 1種以上からな

り、この B層 1 2 のそれぞれの厚みが 2 n m以上 5 0 n m以下であるとき、

A 層 1 1 のそれぞれの厚みを 1 0 0 n m以下とするのが好ましい。

図 1 に示す第 1 および第 2 実施形態では、 B層 1 2 のそれぞれが、 T i B 2

、 S ί C および B 4C から選ばれる少なくとも 1種からなる場合は、この B層

1 2 のそれぞれの厚みを少なくとも 5 0 n m とし、かつ、 A 層 1 1 の厚みを

少なくとも 1 0 0 n m とし、さらに、基材 2 の表面上にA 層 1 1 とB層 1 2

をこの順で交互に 1 回以上繰 り返 して積層する。

[0045] 前記 した第 1 の実施形態の場合、 A 層 1 1 は、後記するようにB層 1 2 に

よって結晶粒が微細化され、硬さを高くする効果 （結晶粒微細化効果）を奏

することができる。本発明の第 1 の実施形態においては、 A 層 1 1 とB層 1

2 の比を維持するため、 A 層 1 1 の厚みを前記 したように 1 0 0 n m以下と

するのが好ましい。 A 層 1 1 の厚みが 1 0 0 n mを超えるとB層 1 2 が発揮

するはずの効果が小さくなり、多層膜の優れた硬度、耐酸化性および基材へ

の密着度が得 られない。なお、 A 層 1 1 は 1 0 ~ 5 0 n m とし、 1 0 ~ 2 0

n m とする。

[0046] またこの場合、 A 層 1 1 は、基材 2 とB層 1 2 の密着性を改善することが

できる。そのため、多層硬質皮膜 1 の最下層は、基材 2 の表面と、基材 2 に

最も近い最下層の B層 1 2 の間にA 層 1 1 を形成するのが好ましい。

[0047] そ して第 2 の実施形態では、 B層 1 2 は、第 1 の実施形態として記載 した

選択肢から選ばれる 1種以上であるので、これらの中から選択される 1種類

からなるもののほか、適宜に選択される2 種類からなるもの、 3 種類全てか

らなるものとすることができる。



な お、 B 層 1 2 が 、 第 1 の 実 施 形 態 と して 記 載 した 選 択 肢 か ら選 ば れ る 2

種 類 か らな る場 合 と して は、 組 成 に 関 す る組 み 合 わ せ が S ί C N と Τ ί B N

の 場 合 、 S i C N と T i B C N の 場 合 、 T i B N と B C N の 場 合 、 Τ ί B C

Ν と B C N の 場 合 、 B C N と S ί C Ν の 場 合 を挙 げ る こ とが で き る。 多 層 硬

質 皮 膜 1 を構 成 す る Β 層 1 2 が 2 種 類 の Β 層 1 2 を含 む 場 合 、 S i C N 、 T

i B C N お よび B C N の うち の 2 種 類 で そ れ ぞ れ 形 成 す る こ とが で き、 多 層

硬 質 皮 膜 1 を構 成 す る B 層 1 2 は、 例 え ば、 S ί C N の B 層 1 2 と T i B N

の B 層 1 2 とす る こ と も で き る。

[0048] ま た例 え ば、 多 層 硬 質 皮 膜 1 の積 層 は、 基 材 2 の表 面 上 に T i S i ( B C

N ) ( A 層 1 1 ) / Τ ί Β Ν ( Β 層 1 2 ) / T i S i ( B C N ) ( A 層 1 1

) / S ί C N ( B 層 1 2 ) の よ う に な る。 多 層 硬 質 皮 膜 1 の積 層 が 少 な くと

も 3 種 類 全 て か らな る B 層 1 2 を形 成 した 場 合 の構 成 は、 基 材 2 の表 面 上 に

T i S i ( B C N ) ( A 層 1 1 ) Τ ί Β Ν ( Β 層 1 2 ) T i S i ( B C

N ) ( A 層 1 1 ) / S i C N ( B 層 1 2 ) / T i S i ( B C N ) ( A 層 1 1

) / B C N ( B 層 1 2 ) の よ う に な る。

[0049] B 層 1 2 を構 成 す る窒 化 物 、 S ί C N 、 Τ ί B N 、 Τ i B C N の 選 択 肢 の

うち Τ ί B N 、 T ί B C N は、 硬 さ は 高 くな い が、 この B 層 1 2 中 の ホ ウ素

お よび 窒 素 は、 潤 滑 性 を改 善 し硬 さ を低 くす る。 然 しな が ら、 2 n m か ら 5

0 n m 、 好 ま し くは、 2 n m か ら 2 0 n m の膜 厚 を有 す る T i B N ま た は T

1 B C N の B 層 1 2 お よび T i S i ( B C N ) か らな る A 層 1 1 と多 層 構 造

を形 成 す る こ とで 十 分 に高 い硬 さ を得 る こ とが で き る。

[0050] Τ ί トa b B aC g N bに お け る B の 原 子 比 a が 0 . 0 5 ~ 0 . 5 、 好 ま し くは 0

. 0 . 4 で あ る と優 れ た潤 滑 作 用 を得 る こ とが で き る た め 部 材 1 0 の 寿

命 を延 ば す こ とが で き る。 Τ ί - g—bBaCg N bに お け る B の 原 子 比 a が 0 . 0 5

未 満 に な る と潤 滑 作 用 を得 る こ とが で きず、 また、 硬 さ も低 下 す る。 そ の た

め 、 部 材 1 0 の 寿 命 が 延 び な い。 T し a_g_b B aC g N bに お け る B の 原 子 比 a が 0

. 5 を超 え る と硬 さ が低 下 す る。 そ の た め 、 部 材 1 0 の 寿 命 が 延 び な い。

[0051 ] ま た、 Τ ί トa b B aC 。N bに お け る N の 原 子 比 b が 0 . 2 5 ~ 0 . 6 、 好 ま し



くは 0 . 3 ~ 0 . 6 であ る と、優 れた潤滑作用 を得 る ことがで きる。 Τ ί

b B aC gN bにおける N の原子比 b が 0 . 2 5 未満 にな る と潤滑作用 を得 る こと

がで きず、 また、硬 さも低 下す る。 そのため、部材 1 0 の寿命 が延びない。

Τ ί - g—bBaCg N bにおける N の原子比 b が 0 . 6 を超 える と硬 さが低 下す るた

め、部材 1 0 の寿命 は改善 しない。

[0052] Τ ί - g—bBaCg N bにおける C の原子比 g が 0 . 5 以下であ る と、 高 い硬 さを

得 る ことがで きる。 Τ ί - g—bBaCg N bにおける C の原子比 g が 0 . 5 を超 える

と、 当該 B 層 1 2 中に、金属元素や B と結合 していない、未反応 の C が析 出

し、 B 層 1 2 の硬 さが低 下す る。 そのため、部材 1 0 の寿命 が延びない。

[0053] B 層 1 2 を構成 す る前記 した選択肢 の うち、 S ί C N は、 S i と N を含 む

ため、 A 層 1 1 の T i S i ( B C N ) と親和性 が高 く、密着性 に優 れ る。

[0054] S ί c —dC c N dにおける C の原子比 g が 0 . 2 ~ 0 . 5 であ る と、 高 い硬 さ

を得 る ことがで きる。 S ί ^dCc N dにおける C の原子比 g が 0 . 2 未満 の場

合 および 0 . 5 を超 える場合 のいずれ において も硬 さが低 下す る。 そのため

、部材 1 0 の寿命 が延びない。

[0055] また、 S ί c —dC c N dにおける N の原子比 d が 0 . 2 5 ~ 0 . 5 、 好 ま しく

は 0 . 3 ~ 0 . 5 であ る と、潤滑作用 と高 い硬 さを得 る ことがで きる。 S ί

_dC c N dにおける Ν の原子比 d が 0 . 2 5 未満 の場合 および 0 . 5 を超 える場

合 のいずれ において も硬 さが低 下す る。 そのため、部材 1 0 の寿命 が延びな

い。

[0056] B 層 1 2 を構成 す る窒化物、 S i C N Τ ί Β Ν T i B C N B C N の

選択肢 の うち、 B C N の硬 さは高 くないが、 B C N 層 中の B および N は潤滑

性 を改善 す る。 Τ ί S ί ( B C N ) を含 む A 層 1 1 と 2 n m ~ 5 0 n m の膜

厚、 よ り好 ま しくは 2 n m ~ 2 0 n m の膜厚 を有 す る B C N の B 層 1 2 を形

成 す る ことで十分 に高 い硬 さを得 る ことがで きる。

[0057] B f C e N f における C の原子比 e が 0 . 0 3 ~ 0 . 2 5 、 よ り好 ま しくは

0 . 1 ~ 0 . 2 5 であ る と、 高 い硬 さを得 る ことがで きる。 B ^—fCe N fにお

ける C の原子比 e が 0 . 0 3 未満 の場合 および 0 . 2 5 を超 える場合 のいず



れにおいても硬さが低下する。

[0058] また、B ，—e—f C eN fにおけるNの原子比 f が0 . 3 ~ 0 . 5 5、より好まし

くは0 . 4 ~ 0 . 5 であると、潤滑作用を得ることができる。B ^-fCe N fに

おけるNの原子比 f が0 . 3 未満の場合および0 . 5 5 を超える場合のいず

れにおいても硬さが低下する。また、潤滑作用も不十分となるおそれがある

。そのため、部材 1 0 の寿命が延びない。なお、B ^-fCe N fにおけるNの原

子比 f は0 . 0 5 ~ 0 . 2 であるのが好ましい。

[0059] 前記した第 1の実施形態におけるB層 1 2 の厚みは、既に述べたように2

门 以上5 0 门 以下、より好ましくは2 n m以上2 0 n m以下である。B

層 1 2 の厚みをこのような範囲とすると、結晶粒微細化効果によりA層 1 1

の硬さを高くすることができる。B層 1 2 の厚みが2 n m未満になると、隣

り合うA層 1 1がうまく制御できず、A層 1 2 の結晶粒が十分に微細化され

ない。そのため、A層 1 2 の硬さが低下し、それに応じて多層硬質皮膜 1の

硬さも低下する。そのため、部材 1 0 の寿命が延びないおそれがある。また

、 B層 1 2 の厚みが5 0 n mを超えると、積層部におけるA層 1 1の厚みに

対するB層 1 2 の厚みの比が大きくなり、多層硬質皮膜 1の密着性および耐

酸化性が低下するおそれがある。そのため、部材 1 0 の寿命が延びないおそ

れがある。B層 1 2 の厚みは2 n m以上2 0 n m以下、より好ましくは5 n

m以上 1 0 n m以下である。

[0060] また、第 1の実施形態における複数のA層 1 1 とB層 1 2 が、それぞれ前

記した厚みをもって交互に積層されているのが好ましい。

この場合におけるA層 1 1 とB層 1 2 の繰り返し回数は、例えば、 5 回以

上とすればよいが、 1 5 回以上や2 6 3 回以上などとすることもできる。

第 1および/ または第2 の実施形態における多層硬質皮膜 1の積層を構成す

る各A層 1 1の組成は積層した他のA層 1 1 と同じかあるいは異なっており

、第 1および/ または第2 の実施形態における多層硬質皮膜 1の積層を構成す

るB層 1 2 のそれぞれの組成は積層した他のB層 1 2 と同じかあるいは異な

る。例えば、第 1および/ または第2 の実施形態における多層硬質皮膜 1は、



A / B / A / B とするほかに、 A / B 1 / A / B 2 / A / B 3 の構造を有す

る。 ここで、 A は A 層、 B は B 層、 B 1 、 B 2 , B 3 は、異なる組成 を有 し

た B 層を意味する。 さらに、その組成は、 B 層 1 2 のそれぞれ と異なる。例

えば、本実施形態によるそれぞれの多層硬質皮膜 1 は、 Α / Β Γ / B 2 '

/ B 3 ' A の構造を含んでいる。 ここで、 Β 、 B 2 ' 、 B 3 ' は B 層

1 2 の前記 した組成の範囲内と異なる組成である層を意味 し、 Β Γ 、 B 2

' 、 B 3 ' 層の全厚は、それぞれの B 層 1 2 の膜厚の前記範囲内である。

[0061 ] また、前記 した第 2 の実施形態の場合、 A 層 1 1 は、基材 2 と B 層 1 2 の

密着性 を改善することができる。 A 層 1 1 と B 層 1 2 の厚 さの比を維持する

ためにA 層 1 1 の厚みは少な くとも 1 0 0 n m とする。それぞれの A 層 1 1

の厚みが第 2 の実施形態において 1 0 0 n m未満 となれば、 A 層 1 1 の所望

の効果はな くな り、基材 2 に対する密着性、耐酸化性および硬 さにおける多

層膜の優位点は得 られない。なお、 A 層 1 1 の厚みは 3 0 0 0 n m以下 とす

るのが好ま しい。

[0062] 言 うまでもな く、第 2 の実施形態の場合において奏されるA 層 1 1 による

基材 2 と B 層 1 2 の密着性改善効果は、 A 層 1 1 を多層硬質皮膜 1 の最下層

、つまり、基材 2 の表面 と最も下層 となる B 層 1 2 の間に形成する。第 2 の

実施形態の場合において A 層 1 1 を第 1 層 と しない場合、極めて硬い B 層 1

が基材 2 の表面に直接形成 されることになるため、密着性が改善 しない。

[0063] B 層 1 2 は、第 2 の実施形態の場合 と して記載 した Τ ί B 2、 S i C 、 B 4C

の選択肢か ら選ばれる少な くとも 1 種であ り、少な くとも 5 0 n m の厚みを

有する。つまり、 B 層 1 2 は、第 2 の実施形態で説明 した材料の中か ら選択

される 1 種類か らなるもののほか、適宜に選択される 2 種類か らなるもの、

3 種類全てか らなるものとすることができる。

なお、 B 層 1 2 が、第 2 の実施形態の場合 と して記載 した選択肢か ら選ば

れる 2 種類か らなる場合 と しては、例えば、 S i C とT i B 2の組み合わせ、

S i C と B 4C の組み合わせ、 T i B 2と B 4C の組み合わせを挙げることができ

る。



B層 1 2 は任意に、少なくとも一部に窒素 （N ) を含ませることができる

。つまり、 B層 1 2 は、 Τ ί Β Ν、 S i C N、 B C N、 Τ ί Β 2、 S i C、 Β 4

C のうちの 1 つまたは複数使用 して任意に形成することができる。なお、 N

の量は、原子比で 0 . 5 以下、好ましくは0 . 3 以下、より好ましくは0 .

2 以下である。 Nの量が原子比で 0 . 5 を超えると、硬さが低 くなり、部材

1 0 の寿命が延びない。

[0064] 例えば、 S i C とT i B 2の 2 種類からなるB層 1 2 を形成 した多層硬質皮

膜 1 の構成は、基材 2 の表面上にT i S i N ( A 層 1 1 ) / Τ ί B 2 ( B 層 1

2 ) / T i S i N ( A 層 1 1 ) / S i C ( B 層 1 2 ) のようにすることがで

きる。また、 3 種類全てからなるB層 1 2 を形成 した場合の構成は、基材 2

の表面上にT i S i N ( A 層 1 1 ) Τ ί Β 2 ( Β 層 1 2 ) Τ ί S ί Ν ( Α

層 1 1 ) / S i C ( Β 層 1 2 ) / T i S i N ( Α 層 1 1 ) / B 4C ( B層 1 2

) のようにすることができる。

[0065] Τ ί B N、 S ί C N、 B C N、 T ί B 2、 S i C および B 4C から選ばれる少

なくとも 1種からなるB層 1 2 は、極めて高い硬さを有する （~ 4 0 G P a

) 。そのため、 B層 1 2 を形成することで部材 1 0 の耐摩耗性を向上させる

ことができる。部材 1 0 の耐摩耗性を確実に向上させるため、前記 したよう

にその厚みは少なくとも 5 0 n m とするのが好ましい。第 2 の実施形態の B

層 1 2 の厚みが 5 0 n m未満になると部材 1 0 の耐摩耗性が向上 しないおそ

れがある。なお、 B層 1 2 の厚みは3 0 0 0 n m以下とするのが好ましい。

[0066] また、第 2 の実施形態におけるA 層 1 1 とB層 1 2 は、これらの層を基材

2 の表面上に、この順で交互に 1 回以上繰 り返 して積層されているのが好ま

しい。この場合において、 A 層 1 1 とB層 1 2 の積層の繰 り返 し回数は 1 回

以上であればよく、例えば、 2 回 （合計 4 層）、 4 回 （合計 8 層）、 7 回 （

合計 1 4 層）などとすることができる。

[0067] 図 2 に示す第 3 の実施形態は、多層硬質皮膜 1 が基材 2 の表面上にA 層 1

1 とB層 1 2 をそれぞれ 1層ずつ形成されている。多層硬質皮膜 1 を図 2 に

示す第 3 の実施形態のように構成すると、簡易な構成でありながら後述する



実施例で示されるように、基材 2 に対 して高い密着性 を達成することができ

、部材 2 0 の長寿命化を得 ることができる。

[0068] なお、図 2 に示す第 3 の実施形態のように、基材 2 の表面上にA 層 1 1 と

B 層 1 2 をそれぞれ 1 層ずつ形成する場合にあっては、 A 層 1 1 の厚みは少

な くとも 5 0 0 n m とするのが好ま しく、 B 層 1 2 の厚みは少な くとも 1 0

0 n m とするのが好ま しい。高い密着性 と耐酸化性の両方を確実に得 ること

ができるため、部材 2 0 の寿命 を延ばすことができる。

[0069] なお、第 3 の実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 においては、 A 層 1 1 と B 層

1 2 の組み合わせ と して、 S i C または S i C N を含む B 層 1 2 とするのが

好ま しい。 このようにすると、 B 層 1 2 に含 まれるS ί によって A 層 1 1 の

T i S i ( B C N ) と親和性が高 くな り、 より密着性 を高めることができる

[0070] 前記 した第 1 の実施形態および第 2 の実施形態のいずれにおいても、積層

された A 層 1 1 と B 層 1 2 の厚みの合計は、部材 1 0 の長寿命化の観点か ら

5 0 0 n m以上 とする。積層された A 層 1 1 と B 層 1 2 の厚みの合計が 5 0

O n m未満であると、耐摩耗性 を発揮する部分が薄 くなるため、部材 1 0 の

寿命が延びない。積層された A 層 1 1 と B 層 1 2 の厚みの合計が大 きいほど

部材 1 0 、 2 0 の寿命が延びるが、 この効果はおよそ 1 0 m を超えて積層

されると延びな くなる。そのため、積層された A 層 1 1 と B 層 1 2 の厚みの

合計の上限は 5 0 0 0 n m程度 とするのが好ま しい。

[0071 ] 本発明の第 4 の実施形態および第 5 の実施形態においては、部材 3 0 や部

材 4 0 の基材 2 と、多層硬質皮膜 1 の A 層 1 1 と B 層 1 2 の最下層 となるA

層 1 1 との間に、所定の下地層 1 3 を形成するのが好ま しい。

なお、図 3 に示す第 4 の実施形態では、基材 2 の表面上に形成 されるA 層

1 1 と B 層 1 2 の積層の繰 り返 し回数が複数回のものを例 に示 している。 ま

た、図 4 に示す第 5 の実施形態では、図 2 の例のように基材 2 の表面上にA

層 1 1 と B 層 1 2 をそれぞれ 1 層ずつ形成 したものを示 している。

[0072] 前記 した所定の下地層 1 3 と しては、 M^A I y ( B aC bN cO d) [ ただ し、



0 . 0 5 ≤ y ≤ 0 . 8 、 0 ≤ a ≤ 0 . 2 、 0 ≤ b ≤ 0 . 4 、 0 . 5 ≤ c ≤

、 0 ≤ d ≤ 0 . 2 、 Mは、元素の周期表の4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族

元素、 S i およびY (ィッ卜リゥ厶）から選ばれる 1種以上の元素] からな

る層が挙げられる。

[0073] なお、 4 A 族元素としては、 T i (チタン）、 Z r (ジルコニウム）、 H

f (ハフニウム）が挙げられる。 5 A 族元素としては、 V (バナジウム）、

N b (ニオブ）、 T a (タンタル）が挙げられる。 6 A 族元素としては、C

r (クロム）、M o (モリプデン）、W (タングステン）が挙げられる。

[0074] このような下地層 1 3 の組成に関する組み合わせの好ましい例として、 A

I C r ( C N ) 、 T i A I ( C N ) 、 T i C r A I ( C N ) 、 A I C r S i

( C N ) 、 T i A I S i ( C N ) またはT i C r A I S i ( C N ) などが挙

げられる。なお、これらの中から選択される下地層 1 3 は、前記 した原子比

をもって構成されることはいうまでもない。

[0075] 下地層 1 3 の組成に関する組み合わせの好ましい例は前記 したとおりであ

るが、本発明で用いることのできる下地層 1 3 はこれらに限定されるもので

はない。例えば、 Τ ί A I Ν、 Τ ί N、 A I C r Ν、 T ί C r A I N、 T i

A I S i N、 A I C r S i N T i C r A I S i N N b A I N またはH f

A I N などの組み合わせであってもよい。

[0076] 下地層 1 3 を形成することによって、基材 2 への B層 1 2 と最下層となる

A 層 1 1、ひいては多層硬質皮膜 1 の密着性を更に高めることが可能となる

。かかる下地層 1 3 は、硬さと耐酸化性の観点から、前記 したように、 Μ Α

l yにおけるA I (アルミニウム）の原子比 y を0 . 0 5 ~ 0 . 8 、好ましく

は0 . 1 ~ 0 . 6 とするのが好ましい。M^A I yにおけるA I の原子比 y が

0 . 0 5 未満の場合および 0 . 8 を超える場合ともに、 l yにおけるA

I の原子比 y が前記 した数値範囲内である場合と比較 して、硬さと耐酸化性

が若干劣るため、長寿命化の効果が薄 くなる。 したがって、下地層 1 3 にお

けるA I (アルミニウム）の原子比 y が 0 . 0 5 ~ 0 . 8 の範囲であれば、

部材 3 0 ゃ部材 4 0 を長寿命化する効果がある。



[0077] 下地層 1 3 、 M ，—yA I y ( B aC bN cO d) は、 N の原子比 c を 0 . 5 ~ 1 とす

るM の窒化物 をべ一スとするものであ り、任意に B 、 C 、 0 を含有すること

ができる。 B の原子比 a は 0 ~ 0 . 2 とすることができ、 C の原子比 b は 0

~ 0 . 4 とすることができ、 0 (酸素）の原子比 d は 0 ~ 0 . 2 とすること

ができる。 B 、 C 、 0 をこの原子比で含む場合、基材 2 と最下層 となる層、

ひいては多層硬質皮膜 1 の密着性 をより更に高めることができる。

[0078] 下地層 1 3 の厚みは、おおむね 5 0 n m以上であれば密着性改善の効果を

有するが、好ま しくは 1 0 0 n m以上であ り、 より好ま しくは 5 0 0 n m以

上である。なお、下地層 1 3 の厚みは 2 0 0 0 n m以下 とするのが好ま しい

[0079] 以上に説明 した多層硬質皮膜 1 は、スパ ッタ リング、蒸着、 アークイオ ン

プレーテ ィング、イオ ンビ一厶デポジシ ョンなどの P V D ( P h y s i c a

I V a p o r D e p o s i t i o n ) 法や これ らを適宜に複合させた P V

D 法により好適に形成することができる。

[0080] 多層硬質皮膜 1 の製造方法の一実施形態を以下に説明する。

本実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 の製造方法は、 T i S し （B pC qN r )

[ ただ し、 0 . 0 5 x 0 . 4 、 p ≥ 0 q ≥ 0 r > 0 、 p + q + r =

1 ] か らなるA 層 1 1 を形成するA 層形成工程 （図示せず） と、 T し-a_g_bB a

C gN b [ ただ し、 0 . 0 5 a 0 . 5 、 0 . 2 5 ≤ b ≤ 0 . 6 、 0 ≤ g ≤ 0

. 5 ] 、 S ί 】— dC cN d [ ただ し、 0 . 2 c 0 . 5 、 0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 .

5 ] 、 B ，—e—f C eN f [ ただ し、 0 . 0 3 e 0 . 2 5 、 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5

5 ] 、 T ί B 2、 S i C および B 4C か らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種か

らなる B 層 1 2 を形成する B 層形成工程 （図示せず） と、 を行い、 A 層 1 1

と B 層 1 2 を基材 2 の表面上に、交互に積層させるというものである。 A 層

1 1 や B 層 1 2 などについては既 に詳細に説明 しているのでここでの説明は

省略する。本実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 の製造方法は、以下に説明する

成膜装置によって実施することができる。

[0081 ] 本発明のいずれの実施形態に係 る多層硬質皮膜 1 も図 5 に示す成膜装置 1



0 0 により好適に形成することができる。この成膜装置 1 0 0 は、前記 した

アークイオンプレーティングとスパッタリングを複合させた装置である。か

かる成膜装置 1 0 0 は、 A 層 1 1 を形成するタ一ゲッ卜を取り付けた真空ァ

—ク蒸発源 1 0 1 と、 B層 1 2 を形成するタ一ゲッ卜を取り付けたスパッタ

リング蒸発源 1 0 2 と、を同一チャンバ一 1 0 3 内に備えている。この成膜

装置 1 0 0 によれば、チャンバ一 1 0 3 内で基材 2 を回転させながら真空ァ

—ク蒸発源 1 0 1 とスパッタリング蒸発源 1 0 2 を同時に放電 し、基材 2 の

表面にA 層 1 1 とB層 1 2 を積層させることができる。

なお、基材 2 は、チャンバ一 1 0 3 内において回転自在に設けられたステ

—ジ 1 0 5 に取り付けることよって回転させることができる。

真空アーク蒸発源 1 0 1 は、力ソー ド放電型のアークイオンプレーティン

グ蒸発源であれば好適に用いることができる。

スパッタリング蒸発源 1 0 2 は、アンバランス ドマグネ トロンスパッタリ

ング蒸発源とも呼ばれており、例えば、神戸製鋼所製 U B M S 2 0 2 を好適

に用いることができる。

なお、図 5 では、真空アーク蒸発源 1 0 1 とスパッタリング蒸発源 1 0 2

を 2 つ備えた成膜装置 1 0 0 を示 しているが、これらをそれぞれ 3 つ備え、

かつ交互に配置 したものであってもよい。

[0082] 多層硬質皮膜 1 は、以上のようにして形成されると、 A 層 1 1 とB層 1 2

の密着性を高くすることができる。また、基材 2 を回転させつつ、真空ァ一

ク蒸発源 1 0 1 を放電させてA 層 1 1 を形成 した後に、真空アーク蒸発源 1

0 1 の放電を止めて、スパッタリング蒸発源 1 0 2 を放電させて B層 1 2 を

形成することで、 A 層 1 1 とB層 1 2 を積層させることができる。なお、 A

層 1 1 とB層 1 2 を形成する際に真空アーク蒸発源 1 0 1 とスパッタリング

蒸発源 1 0 2 が同時に放電 していてもよい。

[0083] なお、図 5 に示すように、成膜装置 1 0 0 には、真空ポンプ （図示せず）

と、ガス供給機構 1 0 4 と、ステージ 1 0 5 と、前記 したヒータ 1 0 6 と、

バイアス電源 1 0 7 と、スパッタ電源 1 0 8 と、アーク電源 1 0 9 とを備え



ている。

[0084] 成膜装置 1 0 0 では、実施する成膜プロセスに応 じて、 A r N 2 C H 4な

どのガスがガス供給機構 1 0 4 からチャンバ一 1 0 3 内に供給される。なお

、図 5 に示されているM F C 1 ~ M F C 4 は、マスフ口一メータである。真

空ポンプ （図示せず）によって、チャンバ一 1 0 3 の内部は、必要な真空度

に調節される。ステージ 1 0 5 に、 A 層 1 1 および B層 1 2 を形成するため

の基材 2 が取り付けられる。ステージ 1 0 5 に取り付けられた基材 2 は、 ヒ

—タ 1 0 6 によって加熱される。

[0085] —方のスパッタリング蒸発源 1 0 2 には、 B層 1 2 を形成するためのタ一

ゲッ卜として、例えば、 Τ ί B 2 S i C および B 4C から選ばれるいずれか 1

種以上が取り付けられる。そして、他方のスパッタリング蒸発源 1 0 2 には

、これと同 じかまたは前記選択肢から選ばれる異なるターゲットが取り付け

られる。

[0086] 真空アーク蒸発源 1 0 1 には、 A 層 1 1 を形成するためのタ一ゲッ卜や、

下地層 1 3 を形成する場合に備えて下地層 1 3 のタ一ゲッ卜が取り付けられ

る。

例えば、一方の真空アーク蒸発源 1 0 1 には、 T i 0.8S i 0 . 2 T i 0.95S i 0.0

5 T I 0.9S i . T i 0.7S I 0 T I 0.6S i 0.4およびT i 0.7S ι 0.2B 0 の し、ず

れかからなるターゲッ卜が取り付けられる。

また、例えば、他方の真空アーク蒸発源 1 0 1 には、 T i 0.5A I 0 . 5 T i

Τ i . g A I 0 T i ø _ A I 0 9 A I 0 5 _ T i 0 2 0. 2A I 0 6 T i 0 5 A I

0. 47 ' 0. 03 A I 0. 45 G _ i 0. 0 5 T i 0. 2 0 2 I 0. 55 i 0.05 N b 0 A I 0_

H f 0.7A I 0.3および （T i 0.5A I 0.5) c のいずれかからなるタ一ゲッ卜が取

り付けられる。

[0087] バイアス電源 1 0 7 によってステージ 1 0 5 にバイアス電圧が印加される

。このバイアス電圧は、ステージ 1 0 5 に取り付けられた基材 2 に印加され

ることとなる。スパッタリング蒸発源 1 0 2 から原子、イオンまたはクラス

タが発生するように、スパッタリング蒸発源 1 0 2 の電位がスパッタ電源 1



0 8 によって制御される。 また、真空アーク蒸発源 1 0 1 か ら原子、イオン

またはクラスタが発生するように、真空アーク蒸発源 1 0 1 の電位がアーク

電源 1 0 9 によって制御される。

[0088] なお、 この成膜装置 1 0 0 は、 さらに、 フィラメン ト型のイオン源 1 1 0

と、 このイオン源 1 1 0 を交流加熱する際に用いられる加熱用交流電源 1 1

と、イオン源 1 1 0 に放電を生 じさせるための放電用直流電源 1 1 2 とを

備えているが、多層硬質皮膜 1 の形成にあたっては当該イオン源 1 1 0 を用

いないで行 うことができる。

[0089] また、 A 層 1 1、 B 層 1 2 および/ または下地層 1 3 の形成にあたって、

これ らへのC や N の導入は、前記 したガス供給機構 1 0 4 か ら供給される N 2

や C H 4などのガスが分解されることによって行われる。

[0090] 本発明に係る多層硬質皮膜 1 は、成型用の金型、パ ンチなどの耐摩耗性が

必要 とされる治工具および機械部品などの、他の部材 と摺動する摺動部材ゃ

切削工具などの基材 2 の表面に形成すると、基材 2 との密着性に優れており

、 また、硬さと耐酸化性に優れていることもあ り、 これ らの複合的な効果 と

して、部材 1 0 、 2 0 、 3 0 、 4 0 の長寿命化を図ることができる。

実施例

[0091 ] 以下、本発明の効果を確認 した実施例を示 して本発明の内容をより具体的

に説明する。

[0092] [ 実施例 A ]

実施例 A では、先ず、基材の表面に、以下に説明する種々の皮膜を形成 し

た。基材は、鏡面研磨 した超硬合金製基板 （J I S — P種）と、超硬合金製

インサー ト （I S C A R社製 A D C T 5 0 5 P D F R — H M g r

a d e I C 2 8 ) を用いた。前者の基材上に形成 した皮膜は、硬さを評価

するために使用 し、後者の基材上に形成 した皮膜は、工具寿命の評価のため

に使用 した。

[0093] 基材の表面への皮膜の形成は、複数のアークイオンプレーテ ィング蒸発源

(直径 1 O O m m ；以下 「A I P 蒸発源」という。）と、複数のスパ ッタ



リング蒸発源 （直径 6 インチ ；以下 「S P蒸発源」という。）と、を有す

る成膜装置を用いて行った。この成膜装置のA I P蒸発源に表 1 ~ 3 の N o

. A ~ A 7 3 に示す組み合わせで下地層用タ一ゲッ卜および またはA 層

用ターゲットを取り付け、 S P蒸発源に表 1 ~ 3 の N o . A 1 ~ A 7 3 に示

す組み合わせで B層用ターゲットを取り付けた。なお、成膜するにあたって

、 A 層を形成するA I P蒸発源とB層を形成するスパッタ蒸発源を交互に配

置するように調整 した。

[0094] そ して、表 4 ~ 6 に示す厚み （n m) 、 A 層とB層の繰 り返 し回数、 A 層

とB層の厚みの合計 （n m) をもって下地層、 A 層および B層を形成 した。

なお、表 1 ~ 3 中の 「一」はターゲットを取り付けていないことを示 し、表

4 ~ 6 中の 「一」は層を形成 していないことを示す。なお、 N o . A 4 8 、

A 6 6 、 A 7 2 、 A 7 3 は、スパッタリング蒸発源を3 つ設けた成膜装置を

用いて皮膜を形成 した。

[0095]
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[ 表 4]



[ 表 5]



[ 表 6]

これ らの層 の形 成 は次 の よ うに して行 った。



先ず、洗浄 した基材 を装置 に導入 した後、チャンバ一内を 1 X 1 0 -3 P a 以

下に減圧 し、 5 0 0 °C まで基材 を加熱 した。 その後、 A r ( アル ゴン）ィ才

ンを用いたスパ ッタク リーニ ングを実施 した。次いで、 N 2ガスを導入 してチ

ャンバ一内を 4 P a に した。

[01 02] この状態で下地層 を形成 し、 または下地層 を形成 しないままA 層 と B 層 を

交互 に表 4 ~ 6 に示すように形成 した。

下地層は、 N 2ガス存在下 （N o . A 6 2 においてはさ らに少量の C H 4ガス

を導入 して）で 1 5 O A の電流値でアーク放電を行 って形成 した。

そ して、チャンバ一内に A r ガス と窒素 ガスを流量比 1 ：1 で導入 して （

N o . A 5 ~ A 7 においてはさ らに少量の C H 4ガスを導入 して）チャン

バ一内を 4 P a と した後、 ステージに取 り付 けた基材 を回転 させつつアーク

放電を短時間実施 して A 層 を薄 く形成するとともに、 スパ ッタ放電を 2 k W

で行 って B 層 を薄 く形成 した。

なお、 A 層 と B 層の形成 にあた っては、基板の回転速度 を 1 ~ 1 0 r p m

程度 まで変化 させた り、各蒸発源への投入電力を変化 させた りして、繰 り返

し回数や各層の厚みを制御 した。

[01 03] N o . A 1 ~ A 7 3 に記載の条件で皮膜 を形成 した超硬合金製基板 を用い

て硬 さを評価 し、 N o . A 1 ~ A 7 3 に記載の条件で皮膜 を形成 した超硬合

金製 インサ一 卜を用いて工具 と しての寿命 （工具寿命）を評価 した。

[01 04] 硬 さは、 ピツカ一ス硬度計 （荷重 0 . 2 5 N ) によ り測定 した。

[01 05] 工具寿命 は、皮膜の硬 さや耐酸化性、基材 と皮膜の密着性、基材の強度な

ど、様 々な要因による複合的効果で決定される。 よって、工具寿命 は切削試

験 によ り評価 した。切削試験 は、皮膜 を形成 した超硬合金製 インサ一 卜をェ

ン ドミル に取 り付 け、下記条件で被削材 を ドライ旋削することによ り行 った

。 ドライ旋削の条件は次の とお りである。

< ドライ旋削の条件>

被削材 ：A I S I 3 1 6

切削速度 ：1 8 0 m / 分



送 り ：0 . 1 4 m m / 刃

深 さ切 り込み ：4 . 5 m m

潤滑 ：ドライ

[01 06] 硬 さと工具寿命の評価 を表 7 に示す。なお、表 7 では、 N o . A 1 の条件

で皮膜 を形成 した超硬合金製 ィンサ一 卜を標準試料 と し、 これの工具寿命 を

0 0 % と した場合 における相対値 を示 している。つまり、相対値が高いほ

ど長寿命であることを示 している。

[01 07]
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No.
硬 さ 工 具 寿 命

(GPa)
No.

硬 さ 工 具 寿 命
No.

( )
備 考

(GPa)
備 考

( G

A 1 2 5 0 0 従 来 例 A26 2 5 5 5 比 較 例 A

A 2 2 5 4 5 比 較 例 A27 3 8 8 0 実 施 例 A52

A 3 2 3 4 0 比 較 例 A28 2 6 4 5 比 較 例 A53

A 4 2 5 5 0 比 較 例 A29 2 7 7 5 比 較 例 A54

A 5 3 5 6 5 比 較 例 A30 3 7 6 5 実 施 例 A55

A 6 2 3 7 0 比 較 例 A 3 3 7 6 5 実 施 例 A56

A 7 3 2 4 5 実 施 例 A32 2 2 5 5 比 較 例 A57

A 8 3 6 5 0 実 施 例 A33 2 6 6 0 比 較 例 A58

A 9 3 8 0 実 施 例 A34 2 8 8 5 比 較 例 A59

A 1 0 3 7 5 実 施 例 A35 3 8 8 0 実 施 例 A60

A 3 6 4 5 実 施 例 A36 2 4 5 5 比 較 例 A61

A 2 6 6 5 比 較 例 A 3 了 2 7 7 0 比 較 例 A62

A 3 3 8 6 5 実 施 例 A38 3 7 8 5 実 施 例 A63

A 4 3 1 0 実 施 例 A39 2 5 6 5 比 較 例 A64

A 5 3 7 6 0 実 施 例 A40 1 8 2 0 比 較 例 A65

A 6 3 0 0 5 実 施 例 A41 3 8 5 実 施 例 A66

A 3 4 5 0 実 施 例 A42 2 5 6 5 比 較 例 A67

A 8 3 8 0 実 施 例 A43 2 6 6 0 比 較 例 A68

A 9 3 5 5 5 実 施 例 A44 3 7 6 5 実 施 例 A69

A20 3 3 5 0 実 施 例 A45 2 4 3 5 比 較 例 A70

A21 2 4 7 0 比 較 例 A46 3 6 6 5 実 施 例 A 7

A22 2 7 6 5 比 較 例 A47 3 5 0 実 施 例 A72

A23 3 8 0 実 施 例 A48 3 7 8 0 実 施 例 A73

A24 3 3 4 5 実 施 例 A49 3 8 9 5 実 施 例

A25 2 3 4 5 比 較 例 A50 3 8 220 実 施 例



A 6 6 、 A 6 8 ~ A 7 3 は、本発明の要件 を満た していたので硬 さが高 く、

A 層および B 層 を形成 しない標準試料 （従来例）である N o . A 1 よ りもェ

具寿命が長 くな つた。

特 に、 N o . A 4 9 ~ A 6 6 、 A 6 8 ~ A 7 1 、 A 7 3 は、基材の表面上

に下地層 を形成 したので、硬 さと工具寿命がさ らに良い結果 とな った。 中で

も、 N o . A 4 9 ~ A 5 1 、 A 5 3 、 A 5 5 ~ A 6 6 、 A 6 8 ~ A 7 1 、 A

7 3 は、 M 】—yA I y ( B aC bN cO d) [ ただ し、 0 . 0 5 y 0 . 8 、 0 ≤ a

≤ 0 . 2 、 0 ≤ b ≤ 0 . 4 、 0 . 5 ≤ c ≤ 0 ≤ d ≤ 0 . 2 、 M は周期表

の 4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族元素、 S ί および Y か ら選ばれる 1 種以

上の元素 ] か らなる下地層であ ったので、硬 さと工具寿命がさ らによ り良い

結果 とな った。

[01 09] これ に対 し、 N o . A 1 ~ A 6 、 A 1 2 、 A 2 1 、 A 2 2 、 A 2 5 、 A 2

6 、 A 2 8 、 A 2 9 、 A 3 2 ~ A 3 4 、 A 3 6 、 A 3 7 、 A 3 9 、 A 4 0 、

A 4 2 、 A 4 3 、 A 4 5 、 A 6 7 では、本発明の要件 を少な くとも 1 っを満

た していなか ったので、硬 さおよび/ または工具寿命が良 くない結果 とな つ

た。

[01 10] 具体的には、 N o . A 2 ~ A 4 は、 A 層 を形成せず B 層のみであ ったため

、硬 さが同等かそれよ りも低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 5 は、 B 層 を形成せず A 層のみであ ったため、工具寿命が短か つ

た。

N o . A 6 は、 A 層が S ί を含有 しない （S ί の原子比が 0 ) ものであ つ

たため、硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 1 2 は、 A 層 中における S ί の原子比が 0 . 4 を超 えていたため

、硬 さが低 く、工具寿命が短か った。

N o . A 2 1 は、 A 層の厚みが 1 0 0 n m を超 えていたため、硬 さが低 く

、工具寿命 も短か った。

N o . A 2 2 は、 B 層の厚みが 2 n m未満であ ったため、 N o . A 1 と比

較 して工具寿命 も短か った。



N o . A 2 5 は、 B 層の厚みが 2 0 n m を超 えていたため、硬 さが低 く、

工具寿命 も短か った。

[01 11] N o . A 2 6 は、 B 層 を形成する Τ ί B N 中の B の原子比が 0 . 2 未満で

あ り、 N o . A 2 8 は、 B 層 を形成する Τ ί B N 中の B の原子比が 0 . 5 を

超 えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 2 9 は、 B 層 を形成する Τ ί B N 中の N の原子比が 0 . 2 5 未満

であ り、 N o . A 3 3 は、 B 層 を形成する Τ ί B N 中の N の原子比が 0 . 6

を超 えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 3 2 は、 B 層 を形成する Τ ί B C N 中の C の原子比が 0 . 5 を超

えたため、硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 3 4 は、 B 層 を形成する S ί C N 中の C の原子比が 0 . 2 未満で

あ り、 N o . A 3 6 は、 B 層 を形成する S ί C N 中の C の原子比が 0 . 5 を

超 えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 3 7 は、 B 層 を形成する S ί C N 中の N の原子比が 0 . 2 5 未満

であ り、 N o . A 3 9 は、 B 層 を形成する S ί C N 中の N の原子比が 0 . 5

を超 えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 4 0 は、 B 層 を形成する B C N 中にC を含有 しない （C の原子比

が 0 ) であ り、 N o . A 4 2 は、 B 層 を形成する B C N 中の C の原子比が 0

. 2 5 を超 えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

N o . A 4 3 は、 B 層 を形成する B C N 中の N の原子比が 0 . 3 未満であ

り、 N o . A 4 5 は、 B 層 を形成する B C N 中の N の原子比が 0 . 5 5 を超

えたため、 ともに硬 さが低 く、工具寿命 も短か った。

また、 N o . A 6 7 は、 A 層 と B 層の厚みの合計が 5 0 0 n m未満であ つ

たため、工具寿命が短か った。

[01 12] [ 実施例 B ]

実施例 B では、先ず、基材の表面 に、以下に説明する種 々の皮膜 を形成 し

た。基材は、鏡面研磨 した超硬合金製基板 （J I S — P 種） と、超硬合金製

インサー ト （I S C A R社製 A D C T 5 0 5 P D F R — H M g r



a d e I C 2 8 ) を用いた。前者の基材上 に形成 した皮膜 は、密着力を評

価するために使用 し、後者の基材上 に形成 した皮膜 は、工具寿命の評価のた

めに使用 した。

[01 13] 基材の表面への皮膜の形成 は、実施例 A と同様、複数の A I P 蒸発源 と、

複数の S P 蒸発源 と、 を有する成膜装置 を用いて行 った。 この成膜装置の A

I P 蒸発源 に表 8 、 9 の N o . B 1 ~ B 6 0 に示す組み合わせで下地層用タ

—ゲ ッ 卜および/ または A 層用タ一ゲ ッ 卜を取 り付 け、 S P 蒸発源 に表 8 、

9 の N o . B ~ B 6 0 に示す組み合わせで B 層用タ一ゲ ッ 卜を取 り付 けた

[01 14] そ して、表 1 0 、 1 1 に示す厚み （n m ) 、 A 層 と B 層の繰 り返 し回数、

A 層 と B 層の厚みの合計 （n m ) をもって下地層、 A 層および B 層 を形成 し

た。なお、表 8 、 9 中の 「一 」はターゲ ッ トを取 り付 けていないことを示 し

、表 1 0 、 1 1 中の 「一 」は層 を形成 していないことを示す。

[01 15]





No. 下 地 層 用 タ ーゲ ッ 卜 A 層 用 タ ーゲ ッ 卜 B層 用 タ ーゲ ッ ト B層 用 タ ーゲ ッ

B31 TiosSio.2 TiB2 SiC
B32 Ti0.8Si02 SiC TiB2
B33 T iひ sAto.s TiosSio.2 SiC SiC
B34 T10.5AI0.5 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B35 T10.5AI0.5 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B36 T i Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B37 T10.9AI0.1 TiosSio.2 SiC SiC
B38 T10.1AI0.9 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B39 Alo.5Cro .5 TiosSio .2 SiC SiC
B40 Tio.2Cro.2Alo .6 TiosSio.2 SiC SiC
B Ti0.5Al0.4TSi0.03 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B42 Alo.45Cro.5Sio.05 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B -3 Tio.2Cro.2Alo.55Sio.05 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B44 Nbo.5Alo.5 TtosSi ひ 2 SiC SiC
B45 Hf0.7Al0.3 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B46 T10.5AI0.5 T io S .2 SiC SiC
B47 T10.5AI0.5 TiosSi ひ 2 SiC T1B2
B48 T10.5AI0.5 Ti0.8Si0.2 SiC B4C
B49 T10.5AI0.5 Ti0.8Si0.2 TiB2 B4C
B50 Ti0.5Al0 .5 Ti0.8Si0.2 TiB2 B4C
B51 Tio.2Cro.2Alo .6 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B52 Tio.2Cro.2Alo .6 TiosSio.2 SiC SiC
B53 Tio.2Cro.2Alo .6 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B54 Tio.2Cro.2Alo .6 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B55 Tio.2Cro.2Alo .6 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B56 Ti0.8Si0.2 SiC SiC
B57 - TiosSio.2 SiC SiC
B58 - TiosSio.2 SiC SiC
B59 - Ti0.8Si0.2 T1B2 T1B2
B60 Ti0.8Si0.2 B4C B4C
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[ 表 11]

これ らの層の形成 は次のように して行 った。先ず、洗浄 した基材 を装置 に

導入 した後、チャンバ一内を 1 X 1 0 -3 P a 以下に減圧 し、 5 0 0 °C まで基材

を加熱 した。 その後、 A r ( アル ゴン）イオ ンを用いたスパ ッタク リ一ニ ン



グを実施 した。次いで、 N 2ガスを導入 してチャンバ一内を 4 P a に した。

[01 20] この状態で下地層 を形成 し、 または下地層 を形成 しないままA 層 と B 層 を

表 1 0 、 1 1 に示すように形成 した。

下地層 とA 層は、 N 2ガス存在下 （N o . B 1 4 や N o . B 1 5 においては

さ らに少量の C H 4ガスを導入 して）で 1 5 O A の電流値でアーク放電を実施

して形成 した。

B 層は、 A 層 を形成 した後、 アーク放電を停止 し、チャンバ一内に A r ガ

スを導入 しつつ 0 . 6 P a まで減圧 し、 スパ ッタ リングを行 って形成 した。

A 層 と B 層が各 々 2 層以上の場合、 A 層の形成 と B 層の形成 を繰 り返 し実施

した。

[01 2 1 ] N o . B 1 ~ B 6 0 に記載の条件で皮膜 を形成 した超硬合金製基板 を用い

て密着性 を評価 し、 N o . B 1 ~ B 6 0 に記載の条件で皮膜 を形成 した超硬

合金製 インサ一 卜を用いて工具 と しての寿命 （工具寿命）を評価 した。

[01 22] 密着性 は、 スクラッチ試験 によ り評価 した。 スクラッチ試験 は、皮膜 を形

成 した超硬合金製基板 に対 し、 2 0 0 m R のダイヤモン ド圧子を荷重増加

速度 1 0 0 N / 分、圧子移動速度 1 0 m m / 分 という条件で移動 させて行 つ

た。臨界荷重値 と しては、 スクラッチ試験後 に、光学顕微鏡 にてスクラッチ

部分の観察 を行い、皮膜 に損傷が起 こった部分 を臨界荷重 と して採用 した。

表 1 2 ではこれを密着力 （N ) と して記載 している。

[01 23] 工具寿命 は、皮膜の硬 さや耐酸化性、基材 と皮膜の密着性、基材の強度な

ど、様 々な要因による複合的効果で決定される。 よって、工具寿命 は切削試

験 によ り評価 した。切削試験 は、皮膜 を形成 した超硬合金製 インサ一 卜をェ

ン ドミル に取 り付 け、下記条件で被削材 を ドライ旋削することによ り行 った

。 ドライ旋削の条件は次の とお りである。

< ドライ旋削の条件>

被削材 ：A I S I 3 1 6

切削速度 ：2 0 0 m / 分

送 り ：0 . 1 4 m m / 刃



深 さ切 り込み ：4 . 5 m m

潤滑 ： ドライ

[01 24] 密着性 （密着力） と工具寿命の評価 を表 1 2 に示す。なお、表 1 2 では、

N o . B の条件で皮膜 を形成 した超硬合金製 ィンサ一 卜を標準試料 と し、

これの工具寿命 1 0 0 % と した場合 における相対値 を示 している。つまり

、相対値が高いほど長寿命であることを示 している。

[ 0 125] [ 表 12 ]

表 1 2 に示すように、 N o . B 7 ~ B 1 1 B 1 3 ~ B 1 5 B 1 7 B

1 9 B 2 1 ~ B 2 5 B 2 7 ~ B 5 7 B 5 9 B 6 0 は、本発明の要件

を満た していたので、 A 層および B 層 を形成 しない標準試料 （従来例）であ

る N o . B 1 と比較 して基材 と皮膜 （多層硬質皮膜）の密着力が高 く （つま



り、密着性 に優れ）、工具寿命が長 くな つた。

特 に、 N o . B 3 3 ~ B 5 5 は、基材 とA 層の間に下地層 を形成 したので

、密着力 と工具寿命がさ らに良い結果 とな った。 中でも、 N o . B 3 3 ~ B

3 5 、 B 3 7 、 B 3 9 ~ B 5 5 は、 M 】—yA I y ( B aC bN cO d) [ ただ し、 0 .

0 5 ≤ y ≤ 0 . 8 、 0 ≤ a ≤ 0 . 2 、 0 ≤ b ≤ 0 . 4 、 0 . 5 ≤ c ≤ 0

≤ d ≤ 0 . 2 、 M は 4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族元素、 S ί および Y か

ら選ばれる 1 種以上の元素 ] か らなる下地層であ ったので、密着力 と工具寿

命がさ らによ り良い結果 とな つた。

[01 27] これ に対 し、 N o . B 1 ~ B 6 、 B 1 2 、 B 1 6 、 B 1 8 、 B 2 0 、 B 2

6 、 B 5 8 では、本発明の要件 を少な くとも 1 つを満た していなか つたので

、 N o . B 1 と比較 して密着力および/ または工具寿命が良 くない結果 とな

つた。

[01 28] 具体的には、 N o . B 2 ~ B 4 は、 A 層 を形成 しなか ったので、 N o . B

1 と比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 5 は、 B 層 を形成 しなか ったので、 N o . B 1 と比較 して密着力

が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 6 は、 A 層が S ί を含有 しない （S ί の原子比が 0 ) ものであ つ

たため、 N o . B 1 と比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 1 2 は、 A 層 中における S ί の原子比が 0 . 4 を超 えていたので

、 N o . B 1 と比較 して工具寿命が短か つた。

N o . B 1 6 は、 A 層の厚みが 1 0 0 n m未満であ ったため、 N o . B

と比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 1 8 は、 B 層の厚みが 5 0 n m未満であ ったため、 N o . B 1 と

比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 2 0 は、 A 層 と B 層の厚みの合計が 5 0 0 n m未満であ ったため

、 N o . B 1 と比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 2 6 は、 A 層 と B 層 を入れ替えて皮膜 を形成 した （つまり、 A 層

の位置 に S i C 層 を形成 し、 B 層の位置 に T i . S ί 0.2 Ν 層 を形成 した）ため



、 N o . B 1 と比較 して密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

N o . B 5 8 は、 B 層 に含 まれる N の量が多いので、 N o . B 1 と比較 し

て密着力が低 く、工具寿命 も短か った。

[01 29] 以上、発明を実施するための形態および実施例 によ り本発明の内容 を詳細

に説明 したが、本発明の内容は前記 した内容 に限定されるものではない。本

発明の内容は、特許請求の範囲の記載 に基づいて広 く解釈 されるべ きであ り

、本発明の趣 旨を逸脱 しない範囲において改変、変更等することがで きる。

なお、かかる改変、変更等 した内容 も本発明に含 まれることはいうまでもな

い。

符号の説明

[01 30]

A 層

B 層

3 下地層

基材

1 0 、 2 0 、 3 0 、 4 0 部材



請求の範囲
[請求項1] 基材の表面に形成される多層硬質皮膜であつて、

Τ ί トXS ί x ( BpC qN r) [ただし、O. 0 5 x 0 . 4、p ≥ 0

、q ≥ 0 r > 0、p + q + r = 1 ] からなるA層と、

T ί 】 a—g—bBaC gNb [ただし、0 . 0 5 a 0 . 5、0 . 2 5 ≤ b

≤ 0 . 6、0 ≤ g ≤ 0 . 5 ] 、S し 。dC cNd [ただし、0 . 2 c

0 . 5、0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] 、B 】 e—fC eN f [ただし、0 . 0 3

e ≤ 0 . 2 5、0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] 、T ί B2、S i CおよびB4

Cからなる群から選ばれる少なくとも1種からなるB層と、

が前記表面上に交互に積層されていることを特徴とする多層硬質皮

膜。
[請求項2] 請求項1に記載の多層硬質皮膜であつて、

前記B層のそれぞれが、前記T i _ __b Nb 前記S i - -dC Nd

および前記B^-fCe Nfのうちの少なくとも1種で形成されている場合
は、前記B層のそれぞれの厚みを2 n m以上5 0 n m以下とし、かつ

前記A層のそれぞれの厚みを1 0 0 n m以下とすることを特徴とす

る多層硬質皮膜。
[請求項3] 請求項1に記載の多層硬質皮膜であって、

前記B層のそれぞれが、前記T i B2、前記S i Cおよび前記B4C

のうちの少なくとも1種で形成されている場合は、前記B層のそれぞ
れの厚みを少なくとも5 0 n mとし、かつ、

前記A層の厚みを少なくとも1 0 0 n mとし、さらに、

前記表面上に前記A層と前記B層をこの順で交互に1回以上繰り返

して積層していることを特徴とする多層硬質皮膜。
[請求項4] 請求項2 に記載の多層硬質皮膜であつて、

積層された前記A層と前記B層の厚みの合計が少なくとも5 0 0 n

mであることを特徴とする多層硬質皮膜。



[ 請求項 5] 請求項 3 に記載の多層硬質皮膜であ って、

積層 された前記 A 層 と前記 B 層の厚みの合計が少な くとも 5 0 0 n

m であることを特徴 とする多層硬質皮膜。

[ 請求項 6] 請求項 3 に記載の多層硬質皮膜であ って、

前記 B 層の うちの少な くとも一層がさ らに窒素 を含んでいることを

特徴 とする多層硬質皮膜。

[ 請求項7] 請求項 3 に記載の多層硬質皮膜であ って、

前記表面上 に 1 つの前記 A 層 を配置 し、 この A 層上 に 1 つの前記 B

層 を配置 した ことを特徴 とする多層硬質皮膜。

[ 請求項8] 請求項 1 に記載の多層硬質皮膜であ つて、

前記基材 と、前記多層硬質皮膜の うちの最下層 となる A 層 との間に

M ，—yA I y ( B aC bN cO d) [ ただ し、 0 . 0 5 y 0 . 8 、 0 ≤

a ≤ 0 . 2 、 0 ≤ b ≤ 0 . 4 、 0 . 5 ≤ c ≤ 0 ≤ d ≤ 0 . 2 、 M

は 4 A 族元素、 5 A 族元素、 6 A 族元素、 S ί および Y か ら選ばれる

1 種以上の元素 ] を含んでなる下地層が形成 されていることを特徴 と

する多層硬質皮膜。

[ 請求項 9] 請求項 8 に記載の多層硬質皮膜であ つて、

前記下地層の組成 に関する組み合わせが、 A I C r ( C N ) 、 T i

A I ( C N ) T i C r A I ( C N ) A I C r S i ( C N ) T i

A I S i ( C N ) または T i C r A I S i ( C N ) であることを特徴

とする多層硬質皮膜。

[ 請求項 10] 請求項 1 か ら請求項 9 のいずれか 1 項 に記載の多層硬質皮膜であ つ

て、

前記基材が切削工具であることを特徴 とする多層硬質皮膜。

[ 請求項 11] 請求項 1 か ら請求項 9 のいずれか 1 項 に記載の多層硬質皮膜であ つ

て、

前記基材が摺動部材であることを特徴 とする多層硬質皮膜。



[ 請求項 12 ] 請求項 1 か ら請求項 9 のいずれか 1 項 に記載の多層硬質皮膜であ つ

て、

前記 A 層 と前記 B 層 を交互 に含んでなることを特徴 とする多層硬質

皮膜。

[ 請求項 13 ] 請求項 8 または請求項 9 に記載の多層硬質皮膜であ つて、

前記下地層 と、前記 A 層 と、前記 B 層 とでなることを特徴 とする多

[ 請求項 14 ] 請求項 6 に記載の多層硬質皮膜 において、

少な くとも 1 つの前記 B 層 を、 Τ ί B N 、 S i C N 、 B C N か らな

る群の うちの少な くとも 1 つで形成 した ことを特徴 とする多層硬質皮

膜。

[ 請求項 15 ] 請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 項 に記載の多層硬質皮膜であ つ

て、

前記 A 層 を形成するタ一ゲ ッ 卜を取 り付 けた真空 アーク蒸発源 と、

前記 B 層 を形成するタ一ゲ ッ 卜を取 り付 けたスパ ッタ リング蒸発源 と

、 を同一チャンバ一内に備 える成膜装置 を用い、前記チャンバ一内で

前記真空 アーク蒸発源 と前記スパ ッタ リング蒸発源の前 を複数回通過

するように前記基材 を回転 させ、前記真空 アーク蒸発源 と前記スパ ッ

タ リング蒸発源 を同時に放電 して前記基材の表面 に前記 A 層 と前記 B

層 を複数回積層 させた ことを特徴 とする多層硬質皮膜。

[ 請求項 16 ] 基材の表面 に多層硬質皮膜 を形成する多層硬質皮膜の製造方法であ

つて、

Τ ί トXS ί x ( B pC qN r ) [ ただ し、 0 . 0 5 x 0 . 4 、 p ≥ 0

、 q ≥ 0 r > 0 、 p + q + r = 1 ] か らなる A 層 を形成する A 層形

成工程 と、

Τ ί 】—a—g—bB aC gN b [ ただ し、 0 . 0 5 a 0 . 5 、 0 . 2 5 ≤ b

≤ 0 . 6 、 0 ≤ g ≤ 0 . 5 ] 、 S し —。dC cN d [ ただ し、 0 . 2 c

0 . 5 、 0 . 2 5 ≤ d ≤ 0 . 5 ] 、 B 】—e—f C eN f [ ただ し、 0 . 0 3



e ≤ 0 . 2 5 、 0 . 3 ≤ f ≤ 0 . 5 5 ] 、 T ί B 2、 S i C および B 4

C か らなる群か ら選ばれる少な くとも 1 種 か らなる B 層 を形成する B

層形成工程 と、

を行い、前記 A 層 と前記 B 層 を前記表面上 に、交互 に積層 させる

ことを特徴 とする多層硬質皮膜の製造方法。
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